




















































 

   

 

概 要 

最終更新日 2023 年 11 月 22 日 

プロジェクト名 水素社会構築技術開発事業／大規模水素エネルギー利用技術開発 プロジェクト番号 P14026 

担当推進部/ 

ＰＭｇｒ 

及び METI 担当課 

○担当推進部/ＰＭｇｒ 
新エネルギー部                吉積  潔 （2014 年 6 月 ～ 2017 年 7 月） 
新エネルギー部                大平英二 （2017 年 8 月 ～ 2018 年 3 月） 
次世代電池・水素部            大平英二 （2018 年 4 月 ～ 2021 年 7 月） 
スマートコミュニティ・エネルギーシステム部 大平英二 （2021 年 8 月 ～ 2023 年 9 月） 

〇METI 担当課 
資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部 水素・アンモニア課 

０．事業の概要 

・将来、水素発電等の形で水素を本格的に利活用するためには、安価で安定的な水素の調達が必要。 

・液化水素、有機ハイドライド等の水素の輸送・貯蔵技術の基礎が確立されつつある中、褐炭や副生水素

等の海外の未利用エネルギーを活用する水素調達が検討されている。 

・このような状況の中で、以下の実証により将来の大規模な水素サプライチェーンの構築を目指す。 

①液化水素輸送、脱水素化等をはじめとする要素技術実証。 

②海外の未利用エネルギーや余剰再生可能エネルギーからの水素製造、輸送、貯蔵、利用に至るサプラ

イチェーン実証。 

③水素発電等に関する技術実証 

１．意義・アウトカム（社会実装）達成までの道筋 

1.1  本事業の位置

付け・意義 

本事業では、現在、化学プラントの副生や天然ガス改質で製造されている水素を、より大規模に、より安

価に、よりＣＯ２排出の少ない形に切り替えていき、現在の天然ガスと同程度の価格や規模で流通できるよ

うにしていくことを目指している。具体的には、世界に先駆けて、水素発電の本格的な導入及び大規模な水

素サプライチェーンを構築のための技術開発に主として取組み、水素源の権益や輸送・貯蔵関連技術の特

許等の多くを掌握し、産業競争力の強化とエネルギーセキュリティの向上に貢献する。 

 

1.2 アウトカム達成ま

での道筋 

水素製造・利活用拡大技術等の研究成果を活かし、水素利活用装置の技術開発に反映して実証事業

等を実施することにより、着実な水素利活用社会の拡大を図る。 

1.3 知的財産・標準

化戦略 

①成果の普及 

得られた研究開発の成果は、機構及び実施者ともに普及に努める。 

②知的基盤整備事業又は標準化等との連携 

得られた研究開発の成果については、知的基盤整備事業又は国際標準化等との連携を図るため、デー

タベースへのデータ提供、標準技術情報（TR）制度ヘの提案等を戦略的かつ積極的に行う。 

③知的財産権の帰属 

委託研究開発の成果に関わる知的財産権については、「国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総

合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第 25 条の規定等に基づき、原則として、すべて委託

先に帰属させることとする。なお、本プロジェクトの当初から、事業化を見据えた知財戦略を検討・構築し、

適切な知財管理を実施する。 

④関連事業との連携 

本事業は、技術のシステム化により社会への実装を図るものであり、構成する要素技術については、

NEDO の他事業「水素利用等先導研究開発事業」等の進捗状況について把握しつつ、必要に応じて成

果の活用を図る。また、社会受容性の確保に向けて「水素利用技術研究開発事業」と連携し、必要な

情報を共有する。 
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２．目標及び達成状況 

2.1 アウトカム目標及

び達成見込み 

目標 発電分野等における水素の利活用が抜本的に拡大。２０３０年頃には世界に先駆け本格的な

水素サプライチェーンを構築するとともに、エネルギー供給システムの柔軟性を確立し、エネルギーセ

キュリティの確保に貢献する。 

仮に１００万 kW 規模の水素専焼発電が導入された場合、約２４億Ｎｍ３の水素需要（燃

料電池自動車で約２２０万台に相当）が創出される。 

達成

度 

・世界初の液化水素輸送用タンクシステムを搭載した水素運搬船を建造し、船籍及び船級の取得

に成功した。 

・日豪間航行試験を実施し、輸送用タンクシステムの構造健全性を確認した。 

・水素を混焼あるいは専焼で発電する技術に関しては、商用レベルを見据えた技術を確立した。 

・本事業の終了後も要素技術の研究開発及び技術実証については「競争的サプライチェーン構築に

向けた技術開発事業」により、また大規模化・商用化実証については「GI 基金事業」により、継続し

て取組んでおり、アウトカム目標達成が大いに期待できる。 

2.2 アウトプット目標及び達成状況 

 研究開発項目Ⅱ (イ)未利用エネルギー由来水素サプライチェーン構築 

 

最終

目標 

２０３０年頃の安定的かつ大量な水素供給体制確立を目指し、２０２０年において商用レベルの１／１００程度

のプロトタイプ規模（数千万Ｎｍ３規模）のサプライチェーンを構築しシステムとして技術を確立する。システムを構成す

る技術目標（水素製造効率、輸送効率等）に関しては、水素製造方法や水素キャリア毎の特性に応じ、個別に設定

する。（２０２３年度迄） 

達成

状況 
〇 

説明 

＜有機ﾊｲﾄﾞﾗｲﾄﾞｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ＞ (次世代水素エネルギーチェーン技術研究組合:AHEAD) 

・水素化/脱水素化反応器スケールアップの設計手法を確立し、実証設備の反応器設計に反映した。 

・発電燃料供給チェーンとしての設備仕様、オペレーション要件を確立した。 

・ブルネイでの水素化、日本での脱水素化を行うサプライチェーン実証を行い、商用化に向けた準備として、各種データを

取得出来た。 

 

＜液化水素サプライチェーン＞ (技術研究組合ＣＯ２フリー水素サプライチェーン推進機構:HySTRA) 

・世界初の液化水素輸送用タンクシステムを搭載した水素運搬船を建造し、船籍及び船級の取得に成功した。 

・合計 2 回の日豪間航行試験を実施し、輸送用タンクシステムの構造健全性及び目標値以下の BOR であることを確

認した。 

・世界初の液化水素用フレキシブルホース型及び鋼管型ローディングアームシステムを用いた荷役技術を開発した。 

・基地に建設した液化水素貯蔵タンクについて目標値以下の BOR であることを確認した。 

・豪州にて世界初の褐炭用ガス化設備を建設し、純度 99.999％の液化水素の製造に成功した。また、試験データを

使用しシミュレーションモデルを開発した。 

・液化水素を神戸液化水素荷役実証ターミナルから神戸コージェネレーションシステムプラントへコンテナにて輸送し、約 3

時間の 100%水素発電実証を問題無く実施した。 

 

＜液化水素の輸送貯蔵機器大型化および受入基地機器に関する開発＞ 

・商用 5 万 m3 クラスの大型貯蔵容器で BOR が 0.26%/日を達成する断熱構造を確立した。(川崎重工業) 

・BOR が 0.4%/日となる 4 万 m3 級の海上輸送用液化水素タンクの基本構造、設計技術等を確立した。(川崎重

工業) 

・大口径船陸継手について、操作容易な重量 500Kg 以下とし、目標(事業目標:1ton 以下)を達成した。また、試

作機の試験にも合格し、製品化の目途を付けた。(TB グローバルテクノロジーズ) 
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・シールガスの液化を防ぐ軸シール構造および摺動部材の開発において、試作機の実ガス試験にて、構造の妥当性を確

認し、シール性に優れた高寿命の商用摺動部材の目途を付けた。(IHI 回転機械エンジニアリング) 

・液化水素を用いた小型試作機の運転試験を行い、所定の性能(揚程、動力等)、機能(バランス機構、材料健全性)

を満足することを確認し、液化水素昇圧ポンプの設計技術を確立した。(荏原製作所) 

 

＜液化水素貯槽の大型化＞（トーヨーカネツ） 

・大型貯槽に適用可能な真空排気システムを考案し、実験にて所要真空度への到達を実証した。 

・貯槽底部断熱構造に対して、モデル化手法や断熱材の熱定数を決定し、精度の高い伝熱解析手法を確立した。 

・破壊靭性、水素脆化、繰返し荷重に関する試験を行い、設計した SUS316L の溶接継手が十分安全であることを確

認した。 

 

＜バルブ関連＞ 

・液化水素用バタフライバルブ(300A)の試作し、LH2 実液試験においてシール性及び真空断熱性を確認し、300A サ

イズの同バルブの技術を確立した。更に耐久試験(開閉 2,000 回)を実施し、シール構造の耐久性に問題無いことを確

認した。（中北製作所） 

・液化水素用バタフライバルブ(500A)を試作し、LH2 実液試験において耐久試験(開閉 500 回)を実施し、シール性

能が確保されていることを確認した。（ササクラ） 

・液化水素用 500A のボール遮断弁、スイング式逆止弁を試作し、液化水素の実流体にて外部封止、内部封止の性

能評価試験を実施し、目標性能を達成した。（キッツ） 

研究開発項目Ⅱ (ロ)水素エネルギー利用システム開発 

最終

目標 

水素を混焼あるいは専焼で発電する技術に関して商用レベルも見据えて既存の燃料と同等の発電効率、耐久性及び

環境性を満たす技術を確立する。あわせて、様々な水素キャリアを利用した水素発電等を組み込んだエネルギーシステム

について、市場化に必要な技術を確立する。（２０２２年度迄） 

達成

状況 
〇 

説明 

＜水素専焼 GT 発電＞ 

・世界初の実用レベルのドライ方式水素専焼ガスタービンによる発電装置の実証を完了。水素発電所としての実運用を

開始し、定格運転において発電端効率 27%以上と、一部の負荷領域において NOx 排出値 35ppm 以下を達成し

た。（川崎重工業／大林組） 

・モデルバーナ、セグメントバーナ試験において、高圧条件下で安定燃焼を実現し、ターゲット計画条件にて NOx 

50ppm (15％O2 換算)以下を達成し、燃焼器の重要な構成要素であるノズル設計のベースを確立した。（三菱重

工業） 

・大型燃焼器の設計においては、高温高圧下の燃焼試験で水素専焼を達成するとともに、実用化に向けた課題を明ら

かにし、改良の設計指針を得た。（三菱重工業） 

 

＜高濃度水素混焼／水素専焼焚きボイラ・発電設備＞（三菱パワーインダストリー） 

・産業ボイラ用水素焚きバーナを開発し、水素ガス供給圧力の高圧化(最大 900kPa)、NOx 低減(60ppm 以下)等

の最終目標を全て達成した。 

・ガスタービン用廃熱回収ボイラ付設水素焚きダクトバーナを開発し、水素ガス供給圧力の高圧化(最大 900kPa)、低

酸素雰囲気(排ガス酸素濃度 10%以下)での安定した水素燃焼等の最終目標を全て達成した。 

 

＜ＣＯ２フリーアンモニア利用ＧＴＣＣ＞（三菱パワー） 

・天然ガスとアンモニア分解ガス模擬燃料の混焼(水素体積割 20%)条件で 1,650℃級燃焼器の 100%負荷から

50%負荷の範囲で燃焼振動やフラッシュバックが発生しないことを確認した。 

 

 

3



 

   

 

＜水素燃焼エンジン発電＞（川崎重工業） 

・エンジン仕様の変更及び制御パラメータの最適化により、短時間ながら、平均有効圧 1.85MPa 且つ 95％混焼(事

業目標:平均有効圧 1.6MPa 以上且つ 95％以上混焼)の水素燃焼を達成した。 

・水素燃焼単筒試験設備にて天然ガス・水素の混焼条件にて約 4 時間、安定した燃焼状態を維持し、連続運転が出

来ることを確認した。 

 

＜液化水素冷熱の利用を可能とする中間媒体式液化水素気化器＞（神戸製鋼所） 

・液化天然ガス気化器で実績のある中間媒体式気化器(IFV)の要素技術をベースにして冷熱回収型液化水素気化

器の小型実証機を設計・製作し、実際に液化水素を用いて実証試験を行い、目標とした所定の性能(気化ガス量、気

化ガス温度、循環水取出し温度等)を安定して達成出来ることを確認した。 

・30,000Nm3/h の中規模 IFV の試設計を行い、機器サイズは従来の LNG 用 IFV の実績の範囲内であり、製作上

の問題点は無いことを確認した。 

３．マネジメント 

3.1 実施体制 

  

経産省担当原課 
資源エネルギー庁 省エネルギー・新エネルギー部 

新エネルギーシステム課 水素・燃料電池戦略室 

プロジェクト 

リーダー 
― 

プロジェクト 

マネージャー 

新エネルギー部 吉積潔 （2014 年 6 月～2017 年 7 月） 
新エネルギー部 大平英二 （2017 年 8 月～2018 年 3 月） 
次世代電池・水素部 大平英二 （2018 年 4 月～2021 年 7 月） 
スマートコミュニティ・エネルギーシステム部 大平英二（2021 年 8 月～2023 年 9 月） 

助成先 

(イ)未利用エネルギー由来水素サプライチェーン構築（助成事業） 

(1) 有機ケミカルハイドライド法による未利用エネルギー由来水素サプライチェーン実証（次世代水素エネ

ルギーチェーン技術研究組合／参加企業 4 社:千代田化工建設㈱、三菱商事㈱、三井物産㈱、

日本郵船㈱） 

(2) 未利用褐炭由来水素大規模海上輸送サプライチェーン構築実証事業（技術研究組合ＣＯ２フ

リー水素サプライチェーン推進機構／参加企業 4 社:川崎重工業㈱、岩谷産業㈱、シェルジャパン

㈱、電源開発㈱） 

(3) 液化水素の輸送貯蔵機器大型化および受入基地機器に関する開発（川崎重工業㈱、ＴＢグロー

バルテクノロジーズ㈱、㈱ＩＨＩ回転機械エンジニアリング、㈱荏原製作所、(国研)宇宙航空研究開

発機構、㈱IHI） 

(4) 液化水素貯槽の大型化に関する研究開発（トーヨーカネツ㈱、(大)北海道大学） 

(5) 液化水素用大口径バタフライバルブの技術開発（㈱中北製作所、(国研)宇宙航空研究開発機

構） 

(6) 液化水素用バタフライバルブの開発（㈱ササクラ、(国研)宇宙航空研究開発機構） 

(7) 液化水素用大型バルブの技術開発（㈱キッツ、(国研)宇宙航空研究開発機構） 

 

(ロ) 水素エネルギー利用システム開発（助成事業） 

(1) ドライ低ＮＯｘ 水素専焼ガスタービン技術開発・実証事業（川崎重工業㈱、㈱大林組、(大)大

阪大学、(学)関西大学） 

(2) ＣＯ２フリーアンモニア利用ＧＴＣＣシステムの技術開発（三菱パワー㈱、三菱重工業㈱、三菱重

工エンジニアリング㈱） 

(3) 低炭素社会実現に向けた水素専焼対応型 DryLowNOx 高温ガスタービン発電設備の研究開発

（三菱重工業㈱） 

4



 

   

 

(4) 高濃度水素混焼／水素専焼焚きボイラ・発電設備の技術開発（三菱重工パワーインダストリー㈱、

(学)帝京大学） 

(5) 大出力水素燃焼エンジン発電システムに関する技術開発（川崎重工業㈱） 

(6) 液化水素冷熱の利用を可能とする中間媒体式液化水蒸気気化器の開発（㈱神戸製鋼所） 

3.2 受益者負担の考え方 

事業費推移(会計・勘定別に NEDO が負担した実績額(単位:百万円)) 

 

 

主な実施事項 
2014 

Fy 迄 

2015 

fy 

2016 

fy 

2017 

fy 

2018 

fy 

2019 

fy 

2020 

fy 

2021 

fy 

2022 

fy 

2023 

fy 
 

研究開発項目 (イ)            

研究開発項目 (ロ)            

会計・勘定 
2014 

Fy 迄 

2015 

fy 

2016 

fy 

2017 

fy 

2018 

fy 

2019 

fy 

2020 

fy 

2021 

fy 

2022 

fy 

2023 

fy 
総額 

一般会計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

特別会計（需給） 0 115 1,322 4,976 4,619 6,147 4,441 3,228 4,555 625 30,028 

開発成果促進財源 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

総 NEDO 負担額 0 115 1,322 4,976 4,619 6,147 4,441 3,228 4,555 625 30,028 

助成率 1/2 又は 2/3 

3.3 研究開発計画 

 
中間評価結

果への対応 

指摘 対応 

【１】個別設定された目標については定性的目標

設定が多く、また、個別のテーマがプロジェクト全体

として初期の目標へどう結びついているのかが少し

判りにくい。全体目標からブレイクダウンして個別目

標を設定することで、個別テーマの目標値として、

根拠を明確にしていくとともに、競争上秘匿が必

要なものを除き、極力目標値を明確にしていくこと

が望ましい。 

【１】外部有識者によるレビューや日々の進捗確認を通じて、

個別テーマの目標値及びその達成度について PM が俯

瞰的に検討・見直しを行った。具体的には、個別の進捗

を見つつ、ローディングアーム、液化水素のバルブ等につい

て、将来求められるよりハイレベルな定量的目標を設定

し、実行した。 

【２】NEDO のプロジェクトは、海外に先行して着

実に進められてきたと思われるが、昨今の海外の

水素への取組が大規模化し、加速してきている状

況から、可能な限り前倒しなどが図られることを期

待する。 

【２】外部有識者によるレビューや日々の進捗確認を通じて、

前倒し可能な取組があれば実施計画の見直しを検討し

た。また、グリーンイノベーション基金事業（大規模水素

サプライチェーンの構築）を開始させることによって、さらな

る大型化・商用化に向けた加速的な取組みを行った。 

【３】目標とする経済性（水素コスト）を達成す

るために何が必要であるのかが判りづらく、実証が

終了した後に、すぐ実用化につながる規模での事

業展開は難しいと思われるため、今回の実証と実

用化時点での達成すべき技術的課題、経済的

課題、諸条件等をできるだけ合理的な根拠に基

づいて定量化して示しつつ、2030 年までの実用

【３】外部有識者によるレビューや日々の進捗確認を通じて、

実用化を想定した各種課題の洗い出しを行い、導入シ

ナリオを検討した。2021 年度より、グリーンイノベーション

基金事業が開始されたことにより、個々の研究開発成果

が、どのように統合されシステムになり、大型化・商用化に

つながるのかということについて実プロジェクトを通じてシナリ

オを示すことができた。さらには、国内だけではなく技術の

5



 

   

 

化に至る導入シナリオを明確にしていくことが望ま

れる。 

海外展開のため、海外実証に向けた FS 調査を別事業

と連携する形で実施し、先行する海外市場での検討を

通じて、実用化への道筋を明らかにした。 

 

【４】また、その本実証後の実用化に向けたシナリ

オ、スケールアップの定量的な手段が、対外的に判

りやすく発信されることも期待する。 

【４】NEDO が主催する成果報告会やニュースリリースなどを

通じて、実用化シナリオを含めた本事業成果を広く情報

発信した。 

評価に関す

る事項 

事前評価 2014 年度 実施 

中間評価 2016 年度 中間評価実施 

中間評価 2020 年度 中間評価実施 

終了時評価 2023 年度 終了時評価実施 

別添 

 

投稿論文 26 件、うち査読付き 14 件 

特 許 出願済 182 件（うち国際出願 PCT41 件、海外出願 48 件） 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 

口頭発表 34 件、うち査読付き 13 件 

ポスター発表 1 件 

講演講師 487 件 

メディアでの取り上げ 224 件 

基本計画に関する

事項 

作成時期 2014 年 9 月 作成 

変更履歴 

2015 年 3 月 改訂（研究開発項目Ⅱ「大規模水素エネルギー利用技術開発」を追加、お

よび研究開発の実施期間を 2020 年度までに延⾧。研究開発項目Ⅰ(ロ) 

水素利用発電システム等技術開発は、研究開発項目Ⅱ(ロ) 水素エネル

ギー利用システム開発に移行。 

2016 年 3 月 改訂（評価の実施について研究開発項目Ⅰを制度評価に変更。研究開発

項目Ⅱの中間評価時期を 2016 年度に変更。また、PM の氏名を追記。） 

2017 年 8 月 改訂（PM の氏名及び所管の研究開発項目を変更。また、別紙の研究開

発項目Ⅰ「水素エネルギーシステム技術開発」研究開発スケジュールを詳細

な表示に修正。） 

2018 年 4 月 改訂（担当部を新エネルギー部から次世代電池・水素部に変更。） 

2019 年 2 月 改訂（(2) 研究開発の目標及び(3) 研究開発の内容に液化、水素の受

け入れ基地に必要な機器の大型化に関する開発及び様々な水素キャリアを

利用した水素ガスタービンに関する開発を追記。また、(別紙) 研究開発スケ

ジュールを更新。） 

2019 年 7 月 改訂（和暦表記を西暦表記に変更。） 

2020 年 2 月 改訂（研究開発の実施期間を 2022 年度までに延⾧。あわせて研究開発

項目Ⅰ及びⅡの中間評価時期を 2020 年度に追加、事後評価時期を

2023 年度に変更。また、(別紙) 研究開発スケジュールを更新。） 

2021 年 2 月 改訂（研究開発項目Ⅲ「地域水素利活用技術開発」を追加、研究開発

の実施期間を 2025 年度までに延⾧。） 
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2021 年 11 月 改訂（研究開発項目Ⅳ(イ) の内容に、大規模水素供給インフラ整備に

関する技術基準策定に向けた研究を追加。また、部署名及び役職名の変

更並びに PM の交代を反映。） 

2023 年 2 月 改訂（研究開発項目Ⅰの実施期間を 2025 年度までに延⾧。あわせて、

研究開発項目Ⅰの中間評価時期に 2023 年度を追加、事後評価時期に

2026 年度を追加。また、(別紙) 研究開発スケジュールを更新。） 

2023 年 3 月 改訂（研究開発項目Ⅱ(イ) の実施期間を 2023 年度までに延⾧し、(別

紙) 研究開発スケジュールを更新。） 
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